
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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０１ 住民自治を支える財務体質の確立

財務課 総括主査  谷地知子

１．施策の令和 3年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

人口増の鈍化、少子高齢化の進行による扶助費等の増高や様々な行政需要の拡大に伴い歳出が増加する中、効果の高い事業

の選択と集中及び自主財源の確保が求められています。本市の財政状況と国・県の動向を的確に分析し、有利な国・県支出

金、地方債等の財源の研究と導入を図るとともに、自主財源の拡大に向けた取り組みを進めていきます。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮

ら

し

財政健全化判断比率（実質公債費比率）

1 6.5 6 5.5 5 5 Ｃ
％ 7.2

6.8 6.1 6.2 - - 45.5

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度



針

歳入拡大や歳出削減の

に

取組を継続しつつ、財

つ

政構造改革の新たな取

い

組を検討する必要があ

て

ります。

の達成（実現）状況
Ｂ 概ね達成した

Ｂ 概ね達成した

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ｂ 必要あり

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての令和 3年度までの取り組み状況を分析する

予算編成の歳出について、各部に一般財源の割り当て基準額を示

政

すことと要求額を圧縮

 

するよう要請すること

 

により、事業

の選択と

 

集中を図りました。歳

 

入については、自主財

策

源の確保を目的として

:

、ふるさと納税の体制

基

の見直し、自動販売機

本

設

置場所の入札の拡大

施

、駐車場協力金の徴収

策

先の拡大、市有財産の

:

売却の推進等の取組を

施

継続しています。実質

 

公債費比率に

ついて目

 

標値に達していません

 

が、早期健全化比率の

 

25.0%よりは大き

策

く下回っており、概ね

:

適正な財政運営を行う

施

ことが

できました。

(

策

２) 基本計画内の取

担

り組みと方針のうち、

当

令和 3年度の重点課

職

題の達成（実現）状況

・

【重点課題】

新たな自

氏

主財源の確保

【重点課

名

題に対応した達成状況

(

】

公用車等の市有財産

１

の売却の推進等、これ

)

までの取組を継続し、

 

自主財源の確保を行い

施

ました。

３．施策の実

策

現に向けての令和 3

目

年度実施後での変化を

標

認識する

・新型コロナ

の

ウイルス感染症対策や

達

物価高騰など社会情勢

成

・国の自治体DXやデ

（

ジタル田園都市国家構

実

想の推進等による業務

現

改革

平成27年度から

）

実施している財政構造

に

改革により歳入拡大や

向

歳出削減について一定

け

の成果を上げているも

た

のの、同内容の継

続で

基

は停滞状態となること

本

から新しい取り組みを

計

行う必要があります。

画

(１) 令和 5年度

期

方針策定に際し、今後

間

の方向性や引継課題

【

内

今後の方向性】

社会情

の

勢の変化に即応し持続

取

可能な財政運営を行う

り

ため、予算編成や財政

組

計画について現実的な

み

根本からの見直しを行

と

う必

要があります。

【

方

引継課題】

これまでの



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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